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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリイミド樹脂（Ａ）、エポキシ樹脂（Ｂ）及び一分子中にアルコキシ基で置換された
シラン基と、イミダゾール基を少なくとも一つ有するイミダゾールシラン（Ｃ）を含有し
、前記ポリイミド樹脂（Ａ）は一般式（２）で表される繰り返し構造単位を有する、樹脂
組成物。

【化１】

（式（２）中、
　ｎは１～５０の整数を表し、
　Ｘはそれぞれ独立に炭素数２～１０のアルキレンを表し、
　Ｙは炭素数２～２７の４価の有機基であって、脂肪族基、脂環族基、単環式芳香族基、
縮合多環式芳香族基、及び芳香族基が直接または架橋員によって相互に連結された非縮合
環式芳香族基から選ばれる有機基を表す。）
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【請求項２】
　式（２）中、Ｙはピロメリット酸二無水物、３，３’，４，４’－ベンゾフェノンテト
ラカルボン酸二無水物、３，３’，４，４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、オ
キシ－４，４’－ジフタル酸二無水物、エチレングリコールビストリメリート二無水物、
及び２，２－ビス（４－（３，４－ジカルボキシフェノキシ）フェニル）プロパン二無水
物からなる群から選択される少なくとも１種のテトラカルボン酸二無水物から誘導される
４価の有機基を表す、請求項１に記載の樹脂組成物。
【請求項３】
　前記の一分子中にアルコキシ基で置換されたシラン基と、イミダゾール基を少なくとも
一つ有する化合物（Ｃ）が、一般式（１）で表される構造を有するイミダゾールシランで
あり、ポリイミド樹脂１００重量部に対して０．０１～５重量部の割合で含有することを
特徴とする請求項１または２に記載の樹脂組成物。
【化２】

（式（１）中、
　Ｒ1は水素原子、ビニル基または炭素数１～５のアルキル基を表し、
　Ｒ２は水素原子または炭素数１～２０のアルキル基を表し、
　Ｒ３およびＲ４は炭素数１～３のアルキル基を表し、
　Ｚは炭素数１～１０のアルキレン基、もしくは炭素数１～１０のアルキレン基における
少なくとも一つのメチレン基が酸素原子で置換された基、または水酸基を有する炭素数１
～１０のアルキレン基、もしくは水酸基を有する炭素数１～１０のアルキレン基における
少なくとも一つのメチレン基が酸素原子で置換された基を表し、
　ｍは１～３の整数を表す。）
【請求項４】
　請求項１～３のいずれかに記載の樹脂組成物からなるフィルム状接着剤。
【請求項５】
　支持部材と半導体素子とからなる半導体パッケージにおいて、支持部材と半導体素子と
が請求項４に記載のフィルム状接着剤で接着されていることを特徴とする半導体パッケー
ジ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、半導体パッケージ等の電子部品を製造する際に、半導体素子同士の接着や、
それらと支持部材との接着に使用されるダイボンド用材料としてのフィルム状接着剤に用
いられる樹脂組成物及びそれからなるフィルム状接着剤、並びに該フィルム状接着剤を用
いた半導体パッケージに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、ＩＣやＬＳＩといった半導体素子同士の接着や、それらと支持部材との接着に使
用されるダイボンド用材料に、従来から用いられているペースト状接着剤に代わり、フィ
ルム状接着剤が用いられるようになってきている。特に、チップサイズパッケージ、スタ
ックパッケージ、システムインパッケージ等の実装面積の小さい、高密度実装半導体パッ
ケージにおいては、ペースト状接着剤に比べて厚み精度やはみ出し制御性に優れたフィル
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ム状接着剤が広く適用されている。
【０００３】
　　一方、近年、環境問題が深刻視される中で、半導体パッケージと基板との接合に用い
られるはんだの鉛フリー化が進みつつある。鉛フリーはんだの有力候補としてＳｎ－Ａｇ
－Ｃｕ系はんだが挙げられており、その融点は約２２０℃であり、現行のＳｎ－Ｐｂ系は
んだの融点約１８０℃に比べて約４０℃も高く、鉛フリーはんだを用いた実装時の半導体
パッケージの表面温度は２５０～２６０℃に達するといわれている。
【０００４】
　　フィルム状接着剤としては、特開平１１－２２８９１３等に示されるように、ポリイ
ミド樹脂、熱硬化性樹脂とフィラーからなるものが多く開発されているが、このような従
来のフィルム状接着剤では高温における接着強度が十分に発現せず、鉛フリー化には対応
困難であった。そのため、高温においても十分な接着強度を有するフィルム状接着剤が求
められていた。
【特許文献１】特開平11－228913号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の課題は、高温においても十分な接着強度を有するフィルム状接着剤を提供する
ことである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　　ポリイミド樹脂（Ａ）、エポキシ樹脂（Ｂ）を必須成分とする樹脂組成物であり、特
定の構造を有するイミダゾールシラン（Ｃ）を含有する樹脂組成物からなるフィルム状接
着剤が上記課題を解決することを見出し、本発明を完成した。
【発明の効果】
【０００７】
　　本発明の樹脂組成物からなるフィルム状接着剤は、高温においても十分な接着強度を
有するため、半導体素子同士の接着や、それらと支持部材との接着に使用されるダイボン
ド用材料等の半導体周辺材料として好適に使用することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００８】
　以下、本発明を詳細に説明する。
　本発明の樹脂組成物は、ポリイミド樹脂（Ａ）、エポキシ樹脂（Ｂ）および
　一分子中にアルコキシ基で置換されたシラン基と、イミダゾール基を少なくとも一つ有
するイミダゾールシラン（Ｃ）を含有する。
　イミダゾールシラン（Ｃ）中の、イミダゾール基は、接着剤として使用した場合硬化剤
としての機能を有し、またアルコキシ基を置換基として有するシラン基はシランカップリ
ング剤としての機能を有するので、高温においても十分な接着強度を発現する。
　イミダゾールシラン（Ｃ）としては、一般式（１）で表される化合物が挙げられる。
【０００９】
【化３】

（式（１）中、Ｒ1は水素原子、ビニル基または炭素数１～５のアルキル基を表し、Ｒ２

は水素原子または炭素数１～２０のアルキル基を表し、Ｒ３、Ｒ４は炭素数１～３のアル
キル基を表し、Ｚは２価の連結基を表し、ｍは１～３の整数を表す）
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　　一般式（１）中、Ｚの２価の連結基としては、炭素数１～１０のアルキレン、水酸基
を有する炭素数１～１０のアルキレンが挙げられ、アルキレン中のメチレンの一部が酸素
原子等の他の原子で置換していても構わない。好ましくは、－ＣＨ２－ＣＨ（ＯＨ）ＣＨ

２ＯＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２－である。
【００１０】
　　イミダゾールシラン（Ｃ）は、ポリイミド樹脂１００重量部に対して０．０１～５重
量部の割合で含有するのが好ましい。より好ましくは、０．５～２重量部である。０．０
１重量部未満である場合や、５重量部を超える場合は、高温で十分な接着強度が得られな
い場合がある。
ポリイミド樹脂(Ａ)としては、特に限定なく使用できるが、一般式（２）で表される繰り
返し構造単位を含有するポリイミドは、低温接着性を付与できるので好ましい。
【００１１】
【化４】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（式（２）中、ｎは１～５０の整数を表し、Ｘはそれぞれ独立に炭素数２～１０のアルキ
レンを表し、Ｙは４価の有機基を表す。）
　上記ポリイミド樹脂は、一般式（３）で表されるテトラカルボン酸二無水物と一般式（
４）で表されるジアミン化合物を必須成分として反応させ得られるポリアミド酸を熱的あ
るいは化学的にイミド化することにより得られる。　　　
【００１２】
【化５】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（式（３）中、Ｙは４価の有機基を表す）
【００１３】

【化６】

（式（４）中、ｎは１～５０の整数を表し、Ｘはそれぞれ独立に炭素数２～１０のアルキ
レンを表す。）
【００１４】
　一般式（３）で表されるテトラカルボン酸二無水物は特に制限はなく、従来公知のテト
ラカルボン酸二無水物を用いることができる。
　一般式（３）中のＹは４価の有機基を表し、具体的には、炭素数２～２７の、脂肪族基
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、脂環族基、単環式芳香族基、縮合多環式芳香族基、さらに芳香族基が直接または架橋員
によって相互に連結された非縮合環式芳香族基を挙げることができる。
【００１５】
　ここで使用されるテトラカルボン酸二無水物の具体例としては、例えば、ピロメリット
酸二無水物、３，３’，４，４’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物、３，３’
，４，４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、オキシ－４，４’－ジフタル酸二無
水物、エチレングリコールビストリメリート二無水物、２，２－ビス（４－（３，４－ジ
カルボキシフェノキシ）フェニル）プロパン二無水物等が挙げられ、これらは単独あるい
は２種以上混合して用いられる。好ましくは、オキシ－４，４’－ジフタル酸二無水物で
ある。
【００１６】
　一般式（４）で表される両末端にｏ－、ｍ－、ｐ－アミノ安息香酸エステル基を持つジ
アミンは、一般式（４）で表されるものであれば、特に限定はないが、両末端が、ｐ－ア
ミノ安息香酸エステル基のものがより好ましい。一般式（４）中、ｎは１～５０の整数を
表し、Ｘはそれぞれ独立に炭素数２～１０のアルキレンを表すが、より好ましくは、ｎは
３～２５の整数であり、Ｘはそれぞれ独立に炭素数２～５のアルキレンである。
　また、一般式（４）で表されるジアミンの具体例としては、例えばポリテトラメチレン
オキシド－ジ－ｏ－アミノベンゾエート、ポリテトラメチレンオキシド－ジ－ｍ－アミノ
ベンゾエート、ポリテトラメチレンオキシド－ジ－ｐ－アミノベンゾエート、ポリトリメ
チレンオキシド－ジ－ｏ－アミノベンゾエート、ポリトリメチレンオキシド－ジ－ｍ－ア
ミノベンゾエート、ポリトリメチレンオキシド－ジ－ｐ－アミノベンゾエート等が挙げら
れるが、これらに限定されない。好ましくは、ポリテトラメチレンオキシド－ジ－ｐ－ア
ミノベンゾエートである。
　このジアミンの全ジアミン成分に含まれる量は１０モル％以上、好ましくは２０モル％
以上である。１０モル％未満であると接着温度が高くなり好ましくない場合がある。
【００１７】
　他のジアミンとしては、例えばｍ－フェニレンジアミン、ｏ－フェニレンジアミン、ｐ
－フェニレンジアミン、ビス（３－アミノフェニル）スルフィド、ビス（４－アミノフェ
ニル）スルフィド、ビス（３－アミノフェニル）スルホキシド、ビス（４－アミノフェニ
ル）スルホキシド、ビス（３－アミノフェニル）スルホン、ビス（４－アミノフェニル）
スルホン、２，２－ビス［４－（３－アミノフェノキシ）フェニル］ブタン、１，１，３
，３－テトラメチル－１，３－ビス（３－アミノプロピル）ジシロキサン、１，１，３，
３－テトラフェニル－１，３－ビス（３－アミノプロピル）ジシロキサン、１，３－ビス
（３－アミノフェノキシ）ベンゼン、１，３－ビス（３－（３－アミノフェノキシ）フェ
ノキシ）ベンゼン、４，４’－ビス（３－アミノフェノキシ）ビフェニル等が挙げられる
が、これらに限定されない。
【００１８】
　ポリイミド樹脂の製造方法としては、ポリイミドを製造可能な方法が公知方法を含め全
て適用できる。中でも、有機溶媒中で反応を行うことが好ましい。このような反応におい
て用いられる溶媒として、例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルア
セトアミド、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、１，２－ジメトキシエタン、テトラヒドロフ
ラン、１，３－ジオキサン、１，４－ジオキサン、ジメチルスルホキシド、ベンゼン、ト
ルエン、キシレン、メシチレン、フェノール、クレゾール等が挙げられる。これらは単独
あるいは２種以上混合して用いられる。
【００１９】
　この反応における反応原料の濃度は、通常、２～５０重量％、好ましくは５～４０重量
％であり、テトラカルボン酸二無水物とジアミン化合物との反応モル比は０．８～１．２
の範囲であることが好ましい。０．８未満でも１．２を超えても耐熱性が低下する場合が
ある。
【００２０】
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　ポリイミドの前駆体であるポリアミド酸の合成の反応温度は、通常、６０℃以下、好ま
しくは５０℃以下である。反応圧力は特に限定されず、常圧で十分実施できる。また、反
応時間は反応原料の種類、溶媒の種類および反応温度によって異なるが、通常０．５～２
４時間で十分である。本発明に係るポリイミドは、このポリアミド酸を１００～４００℃
に加熱してイミド化するか、または無水酢酸等のイミド化剤を用いて化学イミド化するこ
とにより、ポリアミド酸に対応する繰り返し単位構造を有するポリイミドが得られる。
【００２１】
  また、１３０℃～２５０℃で反応を行うことにより、ポリアミド酸の生成と熱イミド化
反応が同時に進行し、本発明に係るポリイミドを得ることができる。すなわち、ジアミン
成分、酸二無水物成分とを有機溶媒中に懸濁または溶解させ、１３０～２５０℃の加熱下
に反応を行い、ポリアミド酸の生成と脱水イミド化とを同時に行わせることにより、本発
明に係るポリイミドを得ることができる。
【００２２】
  本発明のポリイミドの分子量に特に制限はなく、用途や加工方法に応じ、任意の分子量
とすることができる。本発明のポリイミドは、用いるジアミン、テトラカルボン酸二無水
物の量比を調節することにより、例えば、ポリイミドを０．５ｇ／ｄｌの濃度でＮ－メチ
ル－２－ピロリドンに溶解した後、３５℃で測定した対数粘度の値を、０．１～３．０ｄ
ｌ／ｇの任意の値とすることができる。
　本発明において、ポリイミドという表現は、１００％イミド化したポリイミド以外に、
その前駆体であるポリアミド酸が一部共存した樹脂も含んでいる。
　また、上記反応で得られたポリイミド溶液はそのまま用いても良いが、該ポリイミド溶
液を貧溶媒中に投入してポリイミドを再沈析出させても良い。
【００２３】
　エポキシ樹脂（Ｂ）としては、硬化性の観点から、分子内に少なくとも２個エポキシ基
を含むエポキシ化合物が好ましい。
　エポキシ樹脂の配合量は、ポリイミド樹脂１００重量部に対して、１～２００重量部、
好ましくは１～１００重量部である。１重量部未満では高温で十分な接着強度が得られず
、２００重量部を超えるともろくなり、フィルム状接着剤とした際、もろくなる可能性が
ある。
　エポキシ樹脂としては、例えば、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＳ、ビスフェノー
ルＦのグリシジルエーテル、フェノールノボラック型エポキシ樹脂、ビフェニル型エポキ
シ化合物等が挙げられる。
　また、本発明の樹脂組成物には、必要に応じて、イミダゾールシラン（Ｃ）の他にその
他の硬化剤を含有しても良い。その他の硬化剤としては、例えば、イミダゾール系硬化剤
、フェノール系硬化剤、アミン系硬化剤、酸無水物系硬化剤等が挙げられる。樹脂組成物
の保存安定性という観点から、好ましくは、熱潜在性及び長い可使時間を有するものが良
い。
【００２４】
　硬化剤の配合量は、エポキシ樹脂１００重量部に対して、０～２０重量部の範囲内であ
ることが好ましい。２０重量部を超えると樹脂溶液状態でゲルが生じやすくなる場合があ
り、樹脂溶液の保存安定性が著しく低下する場合がある。
【００２５】
　また、本発明の樹脂組成物には、必要に応じて、フィラーを含有しても良い。フィラー
としては、公知のものであれば特に限定されるものではないが、　有機フィラーとしては
、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、尿素樹脂、フェノール樹脂等の樹脂溶解溶剤に不溶にな
るまで高分子化あるいは架橋した微粒子タイプのフィラーが具体例として挙げられ、無機
フィラーとしては、アルミナ、酸化アンチモン、フェライト等の金属酸化物の微粒子、あ
るいはタルク、シリカ、マイカ、カオリン、ゼオライト等のケイ酸塩類、硫酸バリウム、
炭酸カルシウム等の微粒子が具体例として挙げられる。上記フィラーは単独または２種以
上混合して使用することができる。
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【００２６】
　上記フィラーの配合量はポリイミド１００重量部に対して０～１０００重量部、好まし
くは０～１００重量部の範囲内である。１０００重量部を超えると、樹脂溶液状態でフィ
ラーが沈降しやすくなり、樹脂溶液の保存安定性が低下する可能性があり、またフィルム
状接着剤とした際の接着性が大きく低下する可能性がある。
　上記の本発明の樹脂組成物を用いてフィルム状接着剤を製造する方法は特に制限はなく
、例えば、該樹脂組成物を有機溶媒に溶解させた樹脂溶液を、樹脂フィルムや耐熱性フィ
ルムの片面または両面に塗布した後、加熱して溶媒を揮発させフィルム化する方法が挙げ
られる。
【００２７】
　本発明のフィルム状接着剤製造の際に用いる有機溶媒は、材料を均一に溶解、混練また
は分散できるものであれば制限はなく、例えばＮ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－
ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、１，２－ジメトキシエタン、テト
ラヒドロフラン、１，３－ジオキサン、１，４－ジオキサン、ジメチルスルホキシド、ベ
ンゼン、トルエン、キシレン、メシチレン、フェノール、クレゾール等が挙げられる。こ
れらは単独あるいは２種以上混合して用いられる。
【００２８】
　ここで、フィルム状接着剤製造の際に用いる樹脂フィルムとしては、上記樹脂組成物を
溶解させるために用いる有機溶媒に不溶であり、かつ、溶媒を揮発させる加熱フィルム化
過程において、軟化や熱劣化しないものであれば、どのような材質でも良い。好ましくは
フィルム状接着剤との剥離性に優れた樹脂フィルムが良く、例えば、表面にシリコーン処
理あるいはテフロン（登録商標）処理されたポリエチレンテレフタレートフィルム等が挙
げられる。
【００２９】
　耐熱性フィルムとしては、ポリイミド、ポリフェニレンスルフィド、ポリエーテル、ポ
リエーテルケトン、ポリエーテルエーテルケトンの耐熱性樹脂からなるフィルム、エポキ
シ樹脂－ガラスクロス、エポキシ樹脂－ポリイミド－ガラスクロス等の複合耐熱フィルム
等が挙げられる。好ましくは、ポリイミドが挙げられる。
　フィルム状接着剤の厚さは、１μｍ以上５０μｍ以下が好ましく、５μｍ以上４０μｍ
以下がより好ましい。１μｍ未満であると、半導体パッケージ内で用いる際、フィルム状
接着剤と支持部材とを確実に接着するのが困難であり、また、５０μｍを超えても、支持
部材に対する埋め込み性等が向上するわけでない。
【００３０】
　本発明のフィルム状接着剤は、半導体パッケージ内で、半導体素子を支持部材に接着す
るために用いられる、いわゆるダイボンド用材料等に好適に用いることができる。本発明
のフィルム状接着剤からなる半導体パッケージの作製方法としては、特に限定されないが
、例えば次のような方法を挙げることができる。
【００３１】
　加熱した半導体ウェーハ裏面にフィルム状接着剤をロール貼り付けし、ウェーハ外周で
フィルムを切断しフィルム状接着剤付きウェーハを得る。このウェーハを任意のサイズに
ダイシングし、フィルム状接着剤付き半導体素子を得る。次いでこれを支持部材に加熱圧
着する。その後、ワイヤーボンディング工程、モールド工程を経て半導体パッケージが得
られる。
　支持部材としては、リジッド基板、フレキシブル基板、リードフレーム等を、または、
チップを数層に積層する場合はチップ、スペーサー等を挙げることができる。　　
【実施例】
【００３２】
　以下、本発明を、実施例によりさら詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例に限定
されるものではない。なお、実施例中の各物性値は以下の方法により測定した。
　対数粘度：ポリイミド樹脂（固形分換算）をＮ－メチル－２－ピロリドンに０．５ｇ／
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ｄｌの濃度で溶液にした後、３５℃において、ウベローデ粘度計を用いて測定した。
　ガラス転移温度：窒素雰囲気下、ＲＳＡ－ＩＩ（レオメトリクス社製）により５℃/分
昇温で固体粘弾性を測定し、検出されるtanδのピークを示す温度をガラス転移温度とし
た。
【００３３】
（ポリイミド合成例１）
　　攪拌機、窒素導入管、温度計、メシチレンを満たしたディーンスターク管を備えた３
００ｍｌの五つ口のセパラブルフラスコに、１，３－ビス（３－アミノフェノキシ）ベン
ゼン１１．００ｇ、ポリテトラメチレンオキシド－ジ－ｐ－アミノベンゾエート（イハラ
ケミカル工業株式会社製、商品名：エラスマー６５０Ｐ、平均分子量８３６）４７．１９
ｇ、Ｎ－メチル－２－ピロリドン９２ｇ、メシチレン４０ｇを計り取り、窒素雰囲気下で
５０℃に加熱し溶解させ、そこにオキシ－４，４’－ジフタル酸二無水物２９．４８ｇを
少量ずつ添加した。その後、窒素導入管を溶液内に挿入し（バブリング状態にし）、系内
の温度を１７０℃～１８０℃に加熱し、水を共沸除去しながら１０時間保持した。冷却後
、メシチレン７３ｇを加え希釈し、ポリイミド（Ｐ－１）の樹脂溶液を得た。このポリイ
ミド樹脂の対数粘度は０．４４ｄｌ／ｇであった。
【００３４】
（ポリイミド合成例２）
　　攪拌機、窒素導入管、温度計、メシチレンを満たしたディーンスターク管を備えた３
００ｍｌの五つ口のセパラブルフラスコに、１，１，３，３－テトラメチル－１，３－ビ
ス（３－アミノプロピル）ジシロキサン（東レ・ダウコーニング・シリコーン株式会社製
、ＢＹ１６－８７１ＥＧ、分子量２４８．５）２３．００ｇ、ポリテトラメチレンオキシ
ド－ジ－ｐ－アミノベンゾエート（イハラケミカル工業株式会社製、商品名：エラスマー
６５０Ｐ、平均分子量８３６）１９．３４ｇ、Ｎ－メチル－２－ピロリドン８３ｇ、メシ
チレン３６ｇを計り取り、窒素雰囲気下で５０℃に加熱し溶解させ、そこにオキシ－４，
４’－ジフタル酸二無水物３６．９７ｇを少量ずつ添加した。その後、窒素導入管を溶液
内に挿入し（バブリング状態にし）、系内の温度を１７０℃～１８０℃に加熱し、水を共
沸除去しながら１０時間保持し、ポリイミド（Ｐ－２）の樹脂溶液を得た。このポリイミ
ド樹脂の対数粘度は０．２５ｄｌ／ｇであった。
【００３５】
（実施例１）
　　合成例１で得られたポリイミド樹脂１００重量部（固形分換算）に対して、エポキシ
樹脂（三井化学株式会社製、ＶＧ３１０１Ｌ）２０重量部、一般式（１）においてZが、
－ＣＨ２－ＣＨ（ＯＨ）ＣＨ２ＯＣＨ２ＣＨ２ＣＨ２－である化合物を主成分として含有
するイミダゾールシラン（株式会社日鉱マテリアルズ製、ＳＰ－１０００）１重量部、シ
リカ系フィラー（株式会社龍森製、１－ＦＸ）３９重量部を配合し、攪拌機にて十分に混
合し、樹脂組成物を得た。得られた樹脂組成物を表面処理ＰＥＴフィルム（帝人デュポン
フィルム株式会社製、Ａ５４、厚さ３８μｍ）上にキャストし、１１０℃で３０分間加熱
後、ＰＥＴフィルムを剥離し、厚さ２５μｍのフィルム状接着剤を得た。このフィルム状
接着剤を３０枚重ねてプレス成形し、６００μｍ厚とし、固体粘弾性測定を行った結果、
ガラス転移温度は７０℃であった。
　　接着性を評価するために、２５μｍのフィルム状接着剤をシリコンチップと樹脂基板
との間に挟み、１２０℃、４ＭＰａ、６０秒間加熱圧着した後、１８０℃、無荷重、３時
間加熱硬化した。得られた試験片の剪断強度を、シェアテスターを用いて、２６０℃、３
０秒間加熱時に測定した結果、３ＭＰａであった。
【００３６】
（実施例２）
　合成例２で得られたポリイミド樹脂を使用した以外は実施例１と同様に樹脂配合して樹
脂組成物を得、それを用いてフィルム状接着剤を得た。得られたフィルム状接着剤の接着
性評価を行った。結果を表１に記載する。
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【００３７】
（比較例１）
　実施例１におけるイミダゾールシランの代わりにイミダゾール化合物（２ＰＨＺ－ＰＷ
、四国化成株式会社製）を使用した以外は実施例１と同様に樹脂配合して樹脂組成物を得
、それを用いてフィルム状接着剤を得た。得られたフィルム状接着剤の接着性評価を行っ
た。結果を表１に記載する。
　実施例１及び２で得られたフィルム状接着剤は、一般的な硬化剤を用いた比較例１のフ
ィルム状接着剤に比べて、高温においても優れた接着強度を発現する。
【表１】

【００３８】
（表１中、ＶＧ３１０１Ｌは、２-[４-（２,３-エポキシプロポキシ）フェニル]-２-[４-
[１,１-ビス[４-（[２,３-エポキシプロポキシ]フェニル）]エチル]フェニル]プロパンと
1,３-ビス[４-[１-[４-（２,３-エポキシプロポキシ）フェニル]-１-[４-[１-[４-（２,
３-エポキシプロポキシフェニル）-１-メチルエチル]フェニル]エチル]フェノキシ]-２-
プロパノールの混合物であり、２ＰＨＺ－ＰＷは、２-フェニル-４,５-ジヒドロキシメチ
ルイミダゾールである）
【産業上の利用可能性】
【００３９】
　　本発明の樹脂組成物を用いたフィルム状接着剤は、高温においても十分な接着強度を
発現し、高密度実装半導体パッケージ等に用いられるダイボンド用材料等に好適に使用す
ることができる。
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